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○ひたちなか市みなし道路助成金交付要綱 

平成６年１１月１日 

告示第４４号 

改正 平成１３年４月１日告示第３６号 

（目的） 

第１条 この要綱は，狭隘道路に接する敷地所有者等が建築行為を行うに際して既存塀を撤去し，狭隘

道路と一体として整備しようとする場合に，市が既存塀の撤去費用を助成することにより狭隘道路の

拡幅を促進し，地域環境の整備を図ることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

（１） 狭隘道路 市道及び私道等で，その幅員が１.８メートル以上４メートル未満の道路で，市

長が建築基準法上の道路として認めた道路 

（２） 既存塀 前号の道路沿いに築造されている塀又は生垣で，この要綱が施行される以前から築

造されていた塀又は生垣 

（３） みなし道路 狭隘道路の中心から最低２メートル以内に存する既存塀，既存建築物等を撤去

することにより，敷地の一部を道路とみなして狭隘道路と一体として使用可能にする道路 

（助成の対象及び金額） 

第３条 市長は，敷地の所有者及び既存塀の所有者又はその権原者が既存塀の撤去を行うに対して，予

算の範囲内において助成をすることができる。 

２ 前項の規定により助成する額及び最高限度額は，次に定める種類の区分による。ただし，１メート

ル未満の場合は，１メートルとして扱うものとする。 

（１） 生垣（樹高がおおむね１メートル以上）は，１メートル当たり４,０００円とし，最高限度

額は，５０,０００円とする。 

（２） ブロック塀，石積塀その他は，１平方メートル当たり５,０００円とし，最高限度額は，７

０,０００円とする。 

（３） 生垣，ブロック塀，石積塀等が併用混合している場合は，各々の単位で計算し，その合計額

の最高限度額は，７０,０００円とする。 

（助成金の交付申請） 

第４条 既存塀の撤去を行おうとする者（以下「申請者」という。）は，市長にひたちなか市みなし道

路助成金交付申請書（様式第１号）に関係図書と確約書（様式第２号）及びみなし道路境界標示杭支

給申請書（様式第３号）を添えて申請をしなければならない。 

（助成金の決定通知） 

第５条 市長は，前条による申請書を受理したときは，その内容を審査のうえ助成金の交付の可否をひ

たちなか市みなし道路助成金通知書（様式第４号）により，申請者に通知しなければならない。 

（助成金の変更） 
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第６条 市長は，申請者より計画の変更の申出があったときは，その変更の理由が正当であると認めた

ときに限り，ひたちなか市みなし道路助成金変更申請書（様式第１号）を提出させることにより助成

金の変更を行うものとする。 

（みなし道路整備完了報告） 

第７条 助成金の交付通知を受けた申請者は，助成に係る既存塀を撤去し，みなし道路整備が完了した

ときは，速やかにみなし道路整備完了報告書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

（助成金の交付） 

第８条 市長は，前条による報告書を受理したときは，申請書と現地を照合，確認し，適正であると認

めたときは，ひたちなか市みなし道路助成金交付請求書（様式第６号）により当該申請者に，助成金

を交付するものとする。 

２ 市長は，第６条の規定による変更申請がなされないものについては，助成金の交付を保留すること

ができるものとする。 

３ 前項による助成金の額は，第３条第２項により算出した額の１,０００円未満を切り捨てた額とす

る。 

（助成金の取消及び助成金の返還） 

第９条 市長は，申請者がこの要綱に違反したとき，又は市長が不適当と認めたときは，助成金の交付

決定の取消し及び助成金の一部又は全部の返還を命じることができるものとする。 

（申請者の義務） 

第１０条 この要綱に基づき助成金の交付を受けた申請者は，市長の許可を得ないで道路の機能を阻害

するような行為をしないこと及びみなし道路部分を道路としての機能維持保全に積極的に努めるこ

との確約書を提出することにより，その義務を負うものとする。 

（準用） 

第１１条 市長は，建築行為が伴わなくてもみなし道路一体として使用することにより，道路機能が著

しく向上されると認められるときには，この要綱を準用することができるものとする。この場合にお

いて，狭隘道路に接する擁壁等についても同様とするものとする。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項については，別に市長が定めるものとする。 

付 則 

この告示は，平成６年１１月１日から施行する。 

付 則（平成１３年告示第３６号） 

この告示は，平成１３年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条，第６条関係） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第４条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第８条関係） 

 


